
平成十八年文部科学省令第十二号

大学の設置等の認可の申請及び届出に係る手続等に関する規則

学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第八十八条の規定に基づき、大学の設置等の認可の申請及び届出に係る手続等に関する規則

を次のように定める。

（定義）

第一条　この省令において「大学の設置等」とは、次に掲げるものをいう。

一　大学又は高等専門学校の設置

二　大学の学部、短期大学の学科又は私立の大学の学部の学科（以下「学部等」という。）の設置

三　大学の大学院の設置、大学の大学院の研究科若しくは研究科の専攻（以下「研究科等」という。）の設置又は大学の大学院の研究科

の専攻に係る課程の変更

四　専門職大学の課程（学校教育法（以下「法」という。）第八十七条の二第一項の規定により前期課程及び後期課程に区分されたもの

に限る。第四条の二及び第十条第一項において同じ。）の設置及び変更

五　高等専門学校の学科の設置

六　大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科における通信教育の開設

七　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科若しくは短期大学の学科又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更

八　大学若しくは高等専門学校又は大学の学部、大学の大学院若しくは大学院の研究科若しくは短期大学の学科（以下「大学等」とい

う。）の設置者の変更

九　大学等の廃止

（大学又は高等専門学校の設置の認可の申請）

第二条　大学又は高等専門学校の設置の認可を受けようとする者は、認可申請書（別記様式第一号の一）に次に掲げる書類を添えて、当該

大学又は高等専門学校を開設する年度（以下「開設年度」という。）の前々年度の十月一日から同月三十一日までの間に文部科学大臣に

申請するものとする。

一　基本計画書（別記様式第二号）

二　校地校舎等の図面

三　学則

四　当該申請についての意思の決定を証する書類

五　大学又は高等専門学校の設置の趣旨及び学生の確保の見通し等を記載した書類

六　教員名簿（別記様式第三号）

七　教員個人調書（別記様式第四号）

八　教員就任承諾書（別記様式第五号）

２　前項の申請をした者のうち、医科大学（医学又は歯学に関する学部又は学部の学科を設置する大学をいう。以下この項において同じ。）

を設置しようとする者は、同項の書類に加え、次に掲げる書類を、同項に規定する期間内に文部科学大臣に提出するものとする。

一　附属病院所在地域の概況説明書（別記様式第六号）

二　附属病院の医師、歯科医師、看護師等の配置計画書（別記様式第七号）

三　関連教育病院（医科大学と連携して学生の臨床教育等に当たる病院をいう。）の概要等を記載した書類（関連教育病院を利用する場

合に限る。）

３　第一項の申請をした者のうち、薬学に関する学部又は学部の学科のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの

（以下「臨床薬学に関する学部又は学部の学科」という。）を設置する大学を設置しようとする者は、同項の書類に加え、大学設置基準

（昭和三十一年文部省令第二十八号）第三十九条の二に規定する薬学実務実習に必要な施設の概要等を記載した書類（以下「薬学実務実

習施設概要書類」という。）を、同項に規定する期間内に文部科学大臣に提出するものとする。

４　第一項の申請をした者のうち、専門職大学若しくは専門職短期大学（以下「専門職大学等」という。）又は専門職学科（大学設置基準

第四十二条第一項に規定する専門職学科又は短期大学設置基準（昭和五十年文部省令第二十一号）第三十五条に規定する専門職学科をい

う。以下同じ。）を設ける大学若しくは短期大学を設置しようとする者は、同項の書類に加え、次に掲げる書類（専門職学科を設ける大

学又は短期大学にあっては、第六号に掲げる書類を除く。）を、同項に規定する期間内に文部科学大臣に提出するものとする。

一　教育課程連携協議会構成員名簿（別記様式第七号の二）

二　教育課程連携協議会構成員就任承諾書（別記様式第七号の三）

三　臨地実務実習施設の確保状況説明書（別記様式第七号の四）

四　臨地実務実習施設使用承諾書（別記様式第七号の五）

五　連携実務演習等に関する承諾書（別記様式第七号の六）（大学設置基準第四十二条の九第三号ただし書、短期大学設置基準第三十五

条の七第一項第三号ただし書若しくは同条第二項第三号ただし書、専門職大学設置基準（平成二十九年文部科学省令第三十三号）第二

十九条第一項第三号ただし書又は専門職短期大学設置基準（平成二十九年文部科学省令第三十四号）第二十六条第一項第三号ただし書

若しくは同条第二項第三号ただし書の規定により、卒業の要件として、連携実務演習等（大学設置基準第四十二条の九第三号ただし

書、短期大学設置基準第三十五条の七第一項第三号ただし書、専門職大学設置基準第二十九条第一項第三号ただし書又は専門職短期大

学設置基準第二十六条第一項第三号ただし書に規定する連携実務演習等をいう。）を修得させる場合に限る。）

六　必要校地面積の減算説明書（別記様式第七号の七）（専門職大学設置基準第四十六条第二項又は専門職短期大学設置基準第四十四条

第二項の規定の適用を受ける者に限る。）

七　必要校舎面積の減算説明書（別記様式第七号の八）（大学設置基準別表第三イ（２）備考第二号、短期大学設置基準別表第二イ備考

第五号、専門職大学設置基準別表第二イ備考第五号又は専門職短期大学設置基準別表第二イ備考第五号の規定の適用を受ける者に限

る。）

５　第一項の申請をした者のうち、既設の大学、学部等、大学の大学院又は研究科等（以下この項において「既設大学等」という。）を廃

止し、その職員組織等を基に大学を設置しようとする者は、同項の規定にかかわらず、当該大学に置く学部等又は研究科等のうち、教育

研究上の目的、授与する学位の種類及び分野、教員組織の編制並びに教育課程の編成等が既設大学等と同等であると文部科学大臣が認め

るものについては、教員個人調書（別記様式第四号）を提出することを要しない。

６　第一項の申請をした者のうち、既設の高等専門学校又は高等専門学校の学科（以下この項において「既設高等専門学校等」という。）

を廃止し、その職員組織等を基に高等専門学校を設置しようとする者は、同項の規定にかかわらず、当該高等専門学校に置く学科のう

ち、教育上の目的、学科の分野、教員組織の編制及び教育課程の編成等が既設高等専門学校等と同等であると文部科学大臣が認めるもの

については、教員個人調書（別記様式第四号）を提出することを要しない。
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７　第一項の申請をしようとする者のうち、あわせて通信教育の開設の認可を受けようとする者は、同項の書類に加え、第六条第一項第九

号及び第十号に掲げる書類を、第一項に規定する期間内に文部科学大臣に申請するものとする。

（学部等の設置の認可の申請及び届出）

第三条　学部等の設置の認可を受けようとする者は、認可申請書（別記様式第一号の一）に次に掲げる書類を添えて、当該学部等を開設す

る年度（以下「学部等開設年度」という。）の前々年度の三月一日から同月三十一日までの間に文部科学大臣に申請するものとする。

一　基本計画書（別記様式第二号）

二　校地校舎等の図面

三　学則（変更事項を記載した書類及び新旧の比較対照表を含む。）

四　当該申請についての意思の決定を証する書類

五　学部等の設置の趣旨及び学生の確保の見通し等を記載した書類

六　教員名簿（別記様式第三号）

七　教員個人調書（別記様式第四号）

八　教員就任承諾書（別記様式第五号）

２　前項の申請をしようとする者のうち、医学又は歯学に関する学部又は学部の学科を設置しようとする者は、同項の書類に加え、前条第

二項に掲げる書類を、前項に規定する期間内に文部科学大臣に提出するものとする。この場合において、前条第二項第三号中「医科大

学」とあるのは「医学又は歯学に関する学部又は学部の学科」とする。

３　第一項の申請をしようとする者のうち、臨床薬学に関する学部又は学部の学科を設置しようとする者は、同項の書類に加え、薬学実務

実習施設概要書類を、第一項に規定する期間内に文部科学大臣に提出するものとする。

４　第一項の申請をしようとする者のうち、専門職大学等の学部等又は大学若しくは短期大学の専門職学科を設置しようとする者は、同項

の書類に加え、前条第四項に掲げる書類（同項第六号に掲げる書類を除く。第十一項において同じ。）を、第一項に規定する期間内に文

部科学大臣に提出するものとする。

５　第一項の申請をしようとする者のうち、大学設置基準第五十条第一項、短期大学設置基準第四十三条第一項、専門職大学設置基準第六

十二条第一項又は専門職短期大学設置基準第五十九条第一項に規定する国際連携学科を設置しようとする者は、第一項の規定にかかわら

ず、当該学科を開設する年度の前々年度の三月一日から同月三十一日まで又は当該学科を開設する年度の前年度の八月一日から同月三十

一日まで若しくは三月一日から同月三十一日まで又は当該学科を開設する日の属する年度の八月一日から同月三十一日までの間に文部科

学大臣に申請するものとする。

６　第一項の申請をしようとする者のうち、既設の大学又は学部等（以下この項において「既設大学等」という。）を廃止し、その職員組

織等を基に学部等を設置しようとする者は、同項の規定にかかわらず、当該学部等のうち、教育研究上の目的、授与する学位の種類及び

分野、教員組織の編制並びに教育課程の編成等が既設大学等と同等であると文部科学大臣が認めるものについては、教員個人調書（別記

様式第四号）を提出することを要しない。

７　第一項の申請をしようとする者のうち、大学の学部を設置しようとする者は、同項の規定にかかわらず、当該学部に設ける学科のう

ち、当該大学の授与する学位の種類及び分野の変更を伴わないものについては、教員個人調書（別記様式第四号）を提出することを要し

ない。

８　第一項の申請をしようとする者のうち、あわせて通信教育の開設の認可を受けようとする者は、同項の書類に加え、第六条第一項第九

号及び第十号に掲げる書類を、第一項に規定する期間内に文部科学大臣に申請するものとする。

９　学部等の設置の届出を行おうとする者は、届出書（別記様式第一号の二）に第一項に掲げる書類（同項第七号及び第八号に掲げるもの

を除く。）を添えて、学部等開設年度の前年度の四月一日から十二月三十一日までの間に文部科学大臣に届け出るものとする。この場合

において、同項第四号中「申請」とあるのは「届出」とする。

１０　前項の届出を行おうとする者のうち、臨床薬学に関する学部又は学部の学科を設置しようとする者は、同項の書類に加え、薬学実務

実習施設概要書類を、前項に規定する期間内に文部科学大臣に提出するものとする。

１１　第九項の届出を行おうとする者のうち、大学設置基準第四十一条第一項に規定する学部等連係課程実施基本組織、大学院設置基準

（昭和四十九年文部省令第二十八号）第三十条の二第一項に規定する研究科等連係課程実施基本組織及び短期大学設置基準第三条の二第

一項に規定する学科連係課程実施学科（以下この項において「学部等連係課程実施基本組織等」という。）を設置しようとする者は、第

九項の規定にかかわらず、届出書（別記様式第一号の二）に第一項に掲げる書類（同項第二号、第七号及び第八号に掲げるものを除く。）

を添えて、当該学部等連係課程実施基本組織等を開設する日の一年前の日から二月前の日までの間に文部科学大臣に届け出るものとす

る。この場合において、同項第四号中「申請」とあるのは、「届出」とする。

１２　第九項の届出を行おうとする者のうち、専門職大学等の学部等又は大学若しくは短期大学の専門職学科を設置しようとする者は、同

項の書類に加え、前条第四項に掲げる書類を、第九項に規定する期間内に文部科学大臣に提出するものとする。

１３　第九項の届出を行おうとする者のうち、あわせて通信教育の開設の届出を行おうとする者は、同項の書類に加え、第六条第一項第九

号及び第十号に掲げる書類を、第九項に規定する期間内に文部科学大臣に届け出るものとする。

（大学の大学院の設置、研究科等の設置又は大学の大学院の研究科の専攻に係る課程の変更の認可の申請及び届出）

第四条　前条第一項、第五項から第九項まで及び第十三項の規定は、大学の大学院の設置、研究科等の設置又は大学の大学院の研究科の専

攻に係る課程の変更の認可の申請及び届出について準用する。この場合において、次の表の第一欄に掲げる規定中同表の第二欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の第三欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第一欄 第二欄 第三欄

第三条第一項 学部等の設置 大学の大学院の設置、研究科等の設置又は大学の大学院の研究科の専攻に係る

課程の変更

学部等を開設する年度 大学の大学院を設置する年度、研究科等を設置する年度又は大学の大学院の研

究科の専攻に係る課程を変更する年度

学部等開設年度 研究科等開設年度

第三条第五項 大学設置基準第五十条第一項、短期大

学設置基準第四十三条第一項、専門職

大学設置基準第六十二条第一項又は専

門職短期大学設置基準第五十九条第一

項に規定する国際連携学科を設置

大学院設置基準（昭和四十九年文部省令第二十八号）第三十五条第一項又は専

門職大学院設置基準（平成十五年文部科学省令第十六号）第三十五条第一項に

規定する国際連携専攻を設置又は当該専攻に係る課程を変更
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学科を開設 専攻を設置又は当該専攻に係る課程を変更

第三条第六項 大学又は学部等 大学又は大学の大学院若しくは研究科等

学部等を 大学の大学院又は研究科等を

学部等の 大学の大学院又は研究科等の

第三条第七項 大学の学部 大学の大学院の研究科

学部に設ける学科 研究科に設ける専攻

第三条第九項 学部等の設置 大学の大学院の設置、研究科等の設置又は大学の大学院の研究科の専攻に係る

課程の変更

学部等開設年度 研究科等開設年度

２　前項の申請をしようとし、又は届出を行おうとする者のうち、専門職大学院に係る研究科等を設置しようとし、又は大学の大学院の研

究科の専攻に係る課程の変更であって専門職大学院の課程を設けようとする者は、同項において準用する前条第一項、第五項から第九項

まで及び第十三項の規定により提出する書類に加え、第二条第四項第一号及び第二号に掲げる書類を、前条第一項に規定する期間内に文

部科学大臣に提出するものとする。

（専門職大学の課程の設置及び変更の認可及び届出）

第四条の二　専門職大学の課程の設置及び変更の認可を受けようとする者は、認可申請書（別記様式第一号の一）に次に掲げる書類を添え

て、当該専門職大学の課程を開設し、又は変更する年度（第十条第一項において「専門職大学の課程開設年度」という。）の前々年度の

三月一日から同月三十一日までの間に文部科学大臣に申請するものとする。

一　基本計画書（別記様式第二号）

二　学則（変更事項を記載した書類及び新旧の比較対照表を含む。）

三　当該申請についての意思の決定を証する書類

四　前期課程及び後期課程の設置の趣旨等を記載した書類

五　教員名簿（別記様式第三号）

２　専門職大学の課程の変更の届出を行おうとする者は、届出書（別記様式第一号の二）に前項に掲げる書類を添えて、当該課程を変更す

る年度の前年度の四月一日から十二月三十一日までの間に文部科学大臣に届け出るものとする。この場合において、同項第三号中「申

請」とあるのは「届出」とする。

（高等専門学校の学科の設置の認可の申請及び届出）

第五条　第三条第一項、第六項及び第九項の規定は、高等専門学校の学科の設置の認可の申請及び届出について準用する。この場合におい

て、次の表の第一欄に掲げる規定中同表の第二欄に掲げる字句は、それぞれ同表の第三欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第一欄 第二欄 第三欄

第三条第一項 学部等の 高等専門学校の学科の

学部等を 高等専門学校の学科を

学部等開設年度 学科開設年度

第三条第六項 大学又は学部等 高等専門学校又は高等専門学校の学科

既設大学等 既設高等専門学校等

学部等を 高等専門学校の学科を

学部等の 高等専門学校の学科の

教育研究上の目的、授与する学位の種類及び分野、教員組織の編制並

びに

教育上の目的、学科の分野、教員組織の編制及び

第三条第九項 学部等の 高等専門学校の学科の

学部等開設年度 学科開設年度

（大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科における通信教育の開設の認可の申請及び届出）

第六条　大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科における通信教育の開設の認可を受けようとする者（第二条第七項及び第

三条第八項に規定するものを除く。）は、認可申請書（別記様式第一号の一）に次に掲げる書類を添えて、当該通信教育を開設する年度

（以下「通信教育開設年度」という。）の前々年度の三月一日から同月三十一日までの間に文部科学大臣に申請するものとする。

一　基本計画書（別記様式第二号）

二　校地校舎等の図面

三　学則（変更事項を記載した書類及び新旧の比較対照表を含む。）

四　当該申請についての意思の決定を証する書類

五　大学における通信教育の開設の趣旨及び学生の確保の見通し等を記載した書類

六　教員名簿（別記様式第三号）

七　教員個人調書（別記様式第四号）

八　教員就任承諾書（別記様式第五号）

九　通信教育実施方法説明書（別記様式第八号）

十　通信教育に係る規程

２　大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科における通信教育の開設の届出を行おうとする者は、届出書（別記様式第一号

の二）に前項に掲げる書類（同項第七号及び第八号に掲げるものを除く。）を添えて、通信教育開設年度の前年度の四月一日から十二月

三十一日までの間に文部科学大臣に届け出るものとする。この場合において、同項第四号中「申請」とあるのは「届出」とする。

（私立の大学の学部若しくは大学院の研究科若しくは短期大学の学科又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可の申請及び届出）

第七条　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科の収容定員（通信教育に係るものを除く。）に係る学則の変更の認

可を受けようとする者は、認可申請書（別記様式第一号の一）に次に掲げる書類を添えて、当該学則を変更する年度（以下「学則変更年

度」という。）の前々年度の三月一日から同月三十一日まで又は前年度の六月一日から同月三十日までの間に文部科学大臣に申請するも

のとする。

一　基本計画書（別記様式第二号）

二　校地校舎等の図面

三　学則（変更事項を記載した書類及び新旧の比較対照表を含む。）

四　当該申請についての意思の決定を証する書類
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五　学則の変更の趣旨及び学生の確保の見通し等を記載した書類

六　教員名簿（別記様式第三号）

２　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科の通信教育に係る収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする者

は、認可申請書（別記様式第一号の一）に前項並びに第六条第一項第九号及び第十号に掲げる書類を添えて、前項に規定する期間内に文

部科学大臣に申請するものとする。

３　私立の高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする者は、認可申請書（別記様式第一号の一）に第一項に掲げる

書類を添えて、同項に規定する期間内に文部科学大臣に申請するものとする。

４　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科の収容定員（通信教育に係るものを除く。）に係る学則の変更の届出を

行おうとする者は、届出書（別記様式第一号の二）に第一項に掲げる書類を添えて、学則変更年度の前年度の四月一日から十二月三十一

日までの間に文部科学大臣に届け出るものとする。この場合において、同項第四号中「申請」とあるのは「届出」とする。

５　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科の通信教育に係る収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする者

は、届出書（別記様式第一号の二）に第一項並びに第六条第一項第九号及び第十号に掲げる書類を添えて、前項に規定する期間内に文部

科学大臣に届け出るものとする。この場合において、第一項第四号中「申請」とあるのは「届出」とする。

６　私立の高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする者は、届出書（別記様式第一号の二）に第一項に掲げる書類を

添えて、第四項に規定する期間内に文部科学大臣に届け出るものとする。この場合において、第一項第四号中「申請」とあるのは「届

出」とする。

７　前三項の規定にかかわらず、同一の大学の学部若しくは大学院の研究科若しくは短期大学の学科又は高等専門学校の学科についての前

三項の届出と第三条第九項、第四条第一項、第四条の二第二項、第五条又は第六条第二項の届出とを同一の日に行う場合は、前三項の届

出書（別記様式第一号の二）及び前三項の規定により添付する書類を提出することを要しない。

（大学等の設置者の変更の認可の申請）

第八条　大学等の設置者の変更の認可を受けようとする者は、認可申請書（別記様式第一号の一）に次に掲げる書類を添えて、文部科学大

臣に申請するものとする。

一　基本計画書（別記様式第二号）

二　校地校舎等の図面

三　学則（変更事項を記載した書類及び新旧の比較対照表を含む。）

四　当該申請についての意思の決定を証する書類

五　変更の事由及び時期を記載した書類

六　教員名簿（別記様式第三号）

（大学等の廃止の認可の申請及び届出）

第九条　大学等の廃止の認可を受けようとする者は、認可申請書（別記様式第一号の一）に次に掲げる書類を添えて、文部科学大臣に申請

するものとする。

一　基本計画書（別記様式第二号）

二　当該申請についての意思の決定を証する書類

三　廃止の事由及び時期並びに学生の処置方法を記載した書類

２　大学等の廃止の届出を行おうとする者は、届出書（別記様式第一号の二）及び学則（変更事項を記載した書類及び新旧の比較対照表を

含む。）に前項に掲げる書類を添えて、文部科学大臣に届け出るものとする。この場合において、同項第二号中「申請」とあるのは「届

出」とする。

（認可の手続）

第十条　文部科学大臣は、第二条第一項及び第七項、第三条第一項（第四条及び第五条において準用する場合を含む。）及び第八項（第四

条において準用する場合を含む。）、第四条の二第一項、第六条第一項並びに第七条第一項から第三項までの申請があった場合には、開設

年度、学部等開設年度、研究科等開設年度、専門職大学の課程開設年度、学科開設年度、通信教育開設年度又は学則変更年度の前年度の

三月三十一日までに当該申請に係る認可をするかどうかを決定し、当該申請をした者に対しその旨を速やかに通知するものとする。

２　第三条第五項（第四条において準用する場合を含む。）の申請があった場合には、当該申請のあった月の翌月から起算して六月以内に

当該申請に係る認可をするかどうかを決定し、当該申請をした者に対しその旨を速やかに通知するものとする。

（法第四条第三項の命令の期限）

第十一条　文部科学大臣は、法第四条第二項の届出（次条、第十三条及び第十四条において単に「届出」という。）をした者に対し、法第

四条第三項の規定による命令を行う場合には、当該届出があった日から起算して六十日以内にこれを行わなければならない。ただし、当

該届出と関連を有する認可の申請が行われている場合においては、この限りでない。

（認可等の公表）

第十二条　文部科学大臣は、法第四条第一項の認可（次条及び第十四条において単に「認可」という。）をした場合又は届出があった場合

には、速やかに、その旨、名称、位置、当該認可の申請又は届出の際に提出された基本計画書（別記様式第二号）、校地校舎等の図面、

学則、大学の設置等の趣旨及び学生の確保の見通し等（大学等の設置者の変更にあっては、変更の事由及び時期）を記載した書類及び教

員名簿（別記様式第三号。年齢及び月額基本給を除く。）並びに次条に規定する事項その他必要な事項（大学等の廃止の認可をした場合

又は届出があった場合にあっては、その旨、名称、位置及び次条に規定する事項その他必要な事項）をインターネットの利用その他適切

な方法により公表するものとする。

（留意事項）

第十三条　文部科学大臣は、認可を受けた者又は届出を行った者が当該認可又は届出に係る大学の設置等に関する計画（次条において「設

置計画」という。）を履行するに当たって留意すべき事項（次条において「留意事項」という。）があると認めるときは、当該者に対し、

当該事項の内容を通知するものとする。

（履行状況についての報告等）

第十四条　文部科学大臣は、設置計画及び留意事項の履行の状況を確認するため必要があると認めるときは、認可を受けた者又は届出を行

った者に対し、その設置計画及び留意事項の履行の状況について報告を求め、又は調査を行うことができる。

（認可申請書等）

第十五条　この省令の規定による認可申請書（別記様式第一号の一）その他の書類（次項において「認可申請書等」という。）については、

別表のとおりとする。

２　文部科学大臣は、必要があると認めるときは、認可申請書等以外の書類の提出を求め、又は認可申請書等の一部の提出を免除すること

ができる。
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附　則

１　この省令は、平成十八年四月一日から施行する。

２　大学の設置等の認可の申請手続等に関する規則（平成三年文部省令第四十六号）は、廃止する。

３　令和六年度に令和十一年度までの期間を付して私立の大学の学部の収容定員（医学に関する学部の学科に係るものに限る。）を増加す

る学則の変更の認可を受けようとする場合における第七条第一項の規定の適用については、同項中「当該学則を変更する年度（以下「学

則変更年度」という。）の前々年度の三月一日から同月三十一日まで又は前年度の六月一日から同月三十日までの間」とあるのは、「文部

科学大臣が定める期間内」とする。

４　令和六年度に令和十一年度までの期間を付して私立の大学の学部の収容定員（医学に関する学部の学科に係るものに限る。）を七百二

十人を超えて増加する学則の変更の認可を受けようとする者は、第七条第一項各号に掲げる書類に加え、基幹教員の氏名等を記載した書

類（附則別記様式）を添えて文部科学大臣に申請するものとする。

附則別記様式
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附　則　（平成一九年三月三〇日文部科学省令第一〇号）

この省令は、平成十九年四月一日から施行し、この省令による第三条の改正規定は、平成十八年四月一日から適用する。ただし、第二

条の改正規定は、平成二十年三月一日から施行する。

附　則　（平成二〇年九月三〇日文部科学省令第三〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二一年二月二七日文部科学省令第一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、平成二十一年三月一日から施行する。

附　則　（平成二一年一一月一一日文部科学省令第三五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二二年一一月一〇日文部科学省令第二〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二三年一一月一四日文部科学省令第三八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二四年一一月一九日文部科学省令第三七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二五年一一月一一日文部科学省令第二九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二六年一月一〇日文部科学省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二六年二月三日文部科学省令第四号）

この省令は、平成二十六年三月一日から施行する。ただし、第二条の規定は、平成二十六年十月一日から施行する。

附　則　（平成二六年一〇月七日文部科学省令第三三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二七年二月一〇日文部科学省令第二号）

この省令は、平成二十七年三月一日から施行する。

附　則　（平成二九年五月三一日文部科学省令第二八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二九年九月二九日文部科学省令第三七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成三〇年二月二八日文部科学省令第四号）

この省令は、平成三十年三月一日から施行する。

附　則　（令和元年七月一日文部科学省令第九号）

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際、現に存する改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和元年八月一三日文部科学省令第一一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和元年一〇月二日文部科学省令第一七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和元年一〇月三一日文部科学省令第一九号）

この省令は、令和二年一月一日から施行し、令和三年度における大学の設置等に係る認可の申請及び届出から適用する。

附　則　（令和三年一月一五日文部科学省令第二号）

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省

令による改正後の様式によるものとみなす。

３　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和三年九月一日文部科学省令第四二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和四年七月二九日文部科学省令第二五号）

この省令は、令和四年八月一日から施行する。

附　則　（令和四年八月三日文部科学省令第二六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和四年九月三〇日文部科学省令第三三号）

（施行期日）

１　この省令は、令和四年十月一日から施行する。

（経過措置）

２　大学設置基準等の一部を改正する省令（令和四年文部科学省令第三十四号）附則第二条及び第三条の規定によりなお従前の例により認

可の申請又は届出を行う場合は、改正前の様式を使用するものとする。

附　則　（令和五年九月一日文部科学省令第二九号）

この省令は、公布の日から施行する。
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別記様式第１号の１
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別記様式第１号の２

別記様式第1号の2（令3文科令2・全改）（用紙日本産業規格A4縦型）〇〇大学〇〇学部設置届出書年月日文部科学大臣殿届出者の職名及び氏名このたび，〇〇大学〇〇学部を設置することについて，学校教育法第4条第2項の規定により，別紙書類を添えて届け出ます。なお，届出の上は，確実に届出に係る計画を履行します。（注）1「〇〇大学〇〇学部設置」及び「〇〇大学〇〇学部を設置」の部分については，届出の内容に応じ，適切に表記を変更すること。2「学校教育法第4条第2項」の部分については，届出の内容に応じ，「学校教育法第4条第2項及び学校教育法施行令第23条の2第1項」とすること。  
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別記様式第２号（その１の１）
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別記様式第２号（その１の２）
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別記様式第２号（その１の３）
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別記様式第２号（その１の４）
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別記様式第２号（その１の５）
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別記様式第２号（その２の１）
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別記様式第２号（その２の２）
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別記様式第２号（その２の３）
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別記様式第２号（その２の４）
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別記様式第２号（その３の１）
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別記様式第２号（その３の２）
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別記様式第２号（その３の３）
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別記様式第３号（その１）
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別記様式第３号（その２の１）

 

32



別記様式第３号（その２の２）
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別記様式第３号（その２の３）

 

34



別記様式第３号（その２の４）

 

35



別記様式第３号（その２の５）

 

36



別記様式第３号（その３の１）
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別記様式第３号（その３の２）
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別記様式第３号（その４）
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別記様式第４号（その１）
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別記様式第４号（その２の１）
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別記様式第４号（その２の２）
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別記様式第５号
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別記様式第６号

別記様式第6号（令元文科令9・一部改正）（用紙日本産業規格A4縦型）附属病院所在地域の況説明書事項記入欄備考過去3年間にお左の区域に含まける人口増減数今後5年間における区域人口れる市区町村名人口増減の見込み年年年千人千人千人千人人口及び所在地からほぼ10㎞圏内その動態にある市区町村の区域所在地からほぼ20㎞圏内にある市区町村の区域同一都道府県内医師一推定患者数（年間延べ）保有区域医療機関数医師数人当り病床数人口入院患者数外来患者数床人人人人所在地からほぼ10㎞圏内医療機関のにある市区町村の区域配置状況所在地からほぼ20㎞圏内にある市区町村の区域同一都道府県内附属病院の患者確保の見通し附属病院と地域社会との連携関係（注）1「人口及びその動態」及び「医療機関の配置状況」の欄に記入する数値について，その基礎となった調査統計等の名称及び調査時点を「備考」の欄に記入すること。2「所在地からほぼ10（20）㎞圏内にある市区町村の区域」とは，当該附属病院の所在する市区町村（政令指定都市の区を含む。）又は当該附属病院の所在地から直線距離で10（20）㎞以内に市区役所，町村役場が所在する市区町村の区域をいう。
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別記様式第７号

別記様式第7号（令元文科令9・一部改正）（用紙日本産業規格A4縦型）附属病院の医師，歯科医師，看護師等の配置計画書専任兼任計区分備考開設時第一年次第二年次第三年次計開設時第一年次第二年次第三年次計開設時第一年次第二年次第三年次計職名人人人人人人人人人人人人人人人医師歯科医師 薬剤師 看護師 准看護師 看護助手 診療放射線技師 診療エックス線技師臨床検査技師 衛生検査技師 栄養士 歯科衛生士 歯科技工士 理学療法士 作業療法士 臨床工学技士 その他の技術職員 事務員 その他の職員 計これらの職員の 確保のための計画 （注）1医師及び歯科医師については，当該大学の教員である医師及び歯科医師の数をそれぞれ括弧書き（内数）で記入すること。2「その他の技術職員」とは，あん摩マッサージ指圧師，はり師，きゅう師等医療従事者をいう。3「これらの職員の確保のための計画」の欄には，医師，歯科医師，薬剤師，看護師，准看護師，診療放射線技師，診療エックス線技師，臨床検査技師，衛生検査技師，歯科衛生士及び歯科技工士の確保のための計画の要について記入すること。
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別記様式第７号の２

 

48



別記様式第７号の３
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別記様式第７号の４（その１）

別記様式第7号の4（その1）（平29文科令37・追加、令元文科令9・一部改正）（用紙日本産業規格A4縦型）臨地実務実習施設の確保状況説明書（〇〇専門職大学〇〇学部等）番授業科目臨地実務実習施設必修，選択，履修予定施設受入予定当該施設受入予定学生授業科目の名称施設の名称号自由の別学生数番号学生数実習時間数・時間数人人時間人・時間施設実習単位数人時間人・時間時間数1単位時間人時間人・時間受入学生・時間数小計人・時間番授業科目臨地実務実習施設必修，選択，履修予定施設受入予定当該施設受入予定学生授業科目の名称施設の名称号自由の別学生数番号学生数実習時間数・時間数人人時間人・時間施設実習単位数人時間人・時間時間数2単位時間人時間人・時間受入学生・時間数小計人・時間番授業科目臨地実務実習施設必修，選択，履修予定施設受入予定当該施設受入予定学生授業科目の名称施設の名称号自由の別学生数番号学生数実習時間数・時間数人人時間人・時間施設実習単位数人時間人・時間時間数3単位時間人時間人・時間受入学生・時間数小計人・時間必修選択自由合計必修選択自由合計受入予定履修予定学生・時学生数計間数計人人人人人・時間人・時間人・時間人・時間単位数計単位単位単位単位施設実習時間数計時間時間時間時間（注）1「番号」の欄には，通し番号を記入すること。2開設する臨地実務実習に係る授業科目の数及び当該授業科目の授業を行う臨地実務実習施設の数に応じ，適宜枠の数を増やして記入すること。3「授業科目」の欄の「施設実習時間数」は，当該授業科目の授業時間数のうち臨地実務実習施設において履修させる授業の時間数を記入すること。4「臨地実務実習施設」欄の「施設番号」は，臨地実務実習施設一覧（別紙様式第7号の4（その2））に記入する施設番号を記入すること。5「臨地実務実習施設」欄の「当該施設実習時間数」は，当該授業科目に係る施設実習時間数のうち，当該臨地実務実習施設において履修させる授業の時間数を記入すること。6「臨地実務実習施設」の欄の「受入予定学生・時間数」は，受入予定学生数に当該施設実習時間数を乗じて得た数を記入すること。7「履修予定学生数計」の欄，「単位数計」の欄，「施設実習時間数計」の欄は，全ての授業科目の履修予定学生数，単位数及び施設実習時間数をそれぞれ合計した数を記入すること。8「受入予定学生・時間数計」の欄は，全ての授業科目に係る臨地実務実習施設の受入予定学生・時間数を合計した数を記入すること。（用紙日本産業規格A4横型）習施設一覧業科目主な実習場所の備考履修予定当該施設受入予定学面積学生数実習時間数生・時間数人時間人・時間㎡人時間人・時間うち必修科目分㎡人時間人・時間うち選択科目分㎡のべ人時間人・時間うち自由科目分㎡人時間人・時間㎡人時間人・時間うち必修科目分㎡人時間人・時間うち選択科目分㎡のべ人時間人・時間うち自由科目分㎡受入予定学生・時間数の合計主な実習場所の面積の合計人・時間㎡うち必修科目分人・時間うち必修科目分㎡うち選択科目分人・時間うち選択科目分㎡うち自由科目分人・時間うち自由科目分㎡業科目の数に応じ，適宜枠の数を増やして記入すること。修予定学生数を合計したのべ人数を記入すること。授業時間数のうち当該施設において履修させる授業の時間数を記入すること。に又は反復して使用する部屋等の全部又は一部の場所で臨地実務実習の教育活動うち，必修科目の授業で使用する部分の面積を，「うち選択科目相当分」は，選を，「うち自由科目相当分」は，自由科目の授業で使用する部分（必修科目又は選
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別記様式第７号の４（その２）

別記様式第7号の4（その2）（平29文科令37・追加、令元文科令9・一部改正）臨地実務実（〇〇専門職大学〇〇学部等）履修させる授臨地実務実習施設番号所在地施設の名称必修・選択授業科目の名称単位数・自由の別単位1単位単位計（科目）単位単位2単位単位計（科目）単位（注）1使用する臨地実務実習施設の数及び当該施設で授業を行う臨地実務実習の授2「施設番号」の欄には，通し番号を記入すること。3「履修させる授業科目」の欄の「履修予定学生数」の計は，各授業科目の履4「履修させる授業科目」の欄の「当該施設実習時間数」は，当該授業科目の5「主な実習場所の面積」の欄は，当該施設内の実習場所のうち，特に継続的における中心的な場所として使用する部分の面積を記入すること。6「主な実習場所の面積」の欄の「うち必修科目相当分」は，主な実習場所の択科目の授業で使用する部分（必修科目の授業で使用する部分を除く。）の面積択科目で使用する部分を除く。）の面積を記入すること。  
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別記様式第７号の４（その３）

別記様式第7号の4（その3）（平29文科令37・追加、令元文科令9・一部改正）（用紙日本産業規格A4縦型）臨地実務実習施設の概要施設に関する事項名称所在地（キャンパスからの移動方法（所要時間分））施設の面㎡（うち主な実習場所の面積㎡）積開設者・開設者管理者従業員数管理者，従業員数人事業の概要当該施設の選定理由必修・受入予に関する事項履修させる授業科目履修予施設実授業科目選択・単位定学生主な実定学生習時間の名称自由の数・時間習場所数数各授業科別数目単位人時間人．時間単位人時間人．時間のべ全体計（科目）単位時間人．時間人実習の実施体制に関する事項実務経氏名所属・職名担当授業科目験年数実習指導年者年年その他の指導体制実習受入実習受入期間1日当たり実習時間期間・1日当たり年間日時間実習時間その他他の学校他の学校等の名称受入れ人数受入期間等からの校外実習人年度年間日受入れ予定人年度年間日当該施設が使用できなくなった場合の代替措置備考（注）1この書類は，使用する臨地実務実習施設について作成すること。2「施設の面積」の欄の「うち主な実習場所の面積」は，当該施設の実習場所のうち，特に継続的又は反復して使用する部屋等の全部又は一部の場所で，臨地実務実習の教育活動における中心的な場所として使用する部分の面積を記入すること。3「履修させる授業科目に関する事項」の「全体」の欄の「履修予定学生数」の計は，各授業科目の履修予定学生数を合計したのべ人数を記入すること。4「実習指導者」の欄は，実習指導者の数に応じ，適宜枠の数を増やして記入すること。5「他の大学等からの実習受入れ予定」の欄は，受入れを予定する他の大学等の数に応じ，適宜枠を増やして記入すること。6「他の大学等からの実習受入れ予定」の欄の「受入れ人数」は，受入れを予定している学生等の人数を記入すること。
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別記様式第７号の５
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別記様式第７号の６
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別記様式第７号の７

別記様式第7号の7（平29文科令37・追加、令元文科令9・一部改正）（用紙日本産業規格A4縦型）必要校地面積の減算説明書（〇〇専門職大学等）必要校地面積の減算に関する説明備考校地の所在地その場所に立地することが特に必要な事立地等由所要の土地の校地面積を減ずる事由等取得が困難な事由教育上必要な環境の整備の状況その他特記事項当該専門職大学等の校地合計共用する等面積区分他の学校等の専用専用共用小計校舎敷地㎡㎡㎡㎡㎡（うち空地）（㎡）（㎡）（㎡）（㎡）（㎡）保有する校地等の面積運動場用地㎡㎡㎡㎡㎡校地小計㎡㎡㎡㎡㎡その他㎡㎡㎡㎡㎡合計㎡㎡㎡㎡㎡区分員数収容定員等に関連する特記事項昼間人夜間人収容定員昼夜開講人計人収容定員上の学生一人当たり校地面㎡積（注）1この書類は，専門職大学設置基準第46条第2項又は専門職短期大学設置基準第44条第2項の規定により，所要の校地面積を減ずることとする場合に作成すること。2「教育上必要な環境の整備の状況」の欄には，必要校地面積を減ずることとしても教育に支障がないことについての説明を含め，当該専門職大学等における教育環境の整備状況についての説明を記入すること。3「収容定員上の学生一人当たり校地面積」の欄は，校地（共用部分を含む。）の面積を収容定員の員数で除した面積を記入すること。4「収容定員等に関連する特記事項」の欄は，昼間学部及び夜間学部を併設し，又は昼夜開講制を行う場合における学生の履修及び施設の使用の態様など，収容定員等に関連して特に説明すべき事項がある場合に記入すること。
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別記様式第７号の８

別記様式第7号の8（平30文科令4・全改、令元文科令9・一部改正）（用紙日本産業規格A4縦型）必要校舎面積の減算説明書（〇〇専門職大学〇〇学部等）必要校舎面積の減算に関する説明備考【】設置基準上必修化された臨地実務実習のための施設を企業等の事業者の施設の使用に校舎面積を減ずる事より確保由【】その他の相当の事由共用する他の学校等専用共用計の専用保有する校舎面積㎡㎡㎡㎡（㎡）（㎡）（㎡）（㎡）区分必修選択自由計設置基準上の必要単位数単位――開設単位数単位単位単位臨地実務実習単位数単位うち卒業に必要な単位数単位―単位うち設置基準上の必要臨地実務実習及び臨地実務実習施設単位単位――単位相当分主な実習場所の面積㎡㎡㎡㎡うち設置基準上の必要単位相当臨地実務実習施㎡㎡―㎡分設当該施設を使用できなくなった場合の代替措置校外実習を行う授業科目実習内容授業科目及びその実習内容その他の校外実習使用する施設校舎の所在地立地所在地周辺の概況教育研究上必要な環境の整備の状況その他特記事項（注）1この書類は，専門職大学設置基準別表第2イ備考第5号，専門職短期大学設置基準別表第2イ備考第5号，大学設置基準別表第3イ備考第2号又は短期大学設置基準別表第2イ備考第5号の規定により所要の校舎面積を減ずることとする場合に作成すること。2「校舎面積を減ずる事由」の欄は，該当するものについて「【】」内に「〇」を記入すること。3「保有する校舎面積」の欄は，申請又は届出に係る学部等の開設後，当該学部等の修業年限に相当する期間が満了する年度（以下「完成年度」という。）における校舎面積を記入すること。ただし，校舎を段階的に整備する場合には，完成年度における校舎面積に加え，開設年度における校舎面積を括弧内に併記すること。4「臨地実務実習」の「単位数」の欄の「設置基準上の必要単位数」は，専門職大学又は大学に設ける専門職学科にあっては「20単位」と，二年制の専門職短期大学（卒業要件の特例を適用する夜間三年制の専門職短期大学を含む。）又は短期大学に設ける二年制の専門職学科（卒業要件の特例を適用する夜間三年制の短期大学の専門職学科を含む。）にあっては「10単位」と，三年制の専門職短期大学（卒業要件の特例を適用する夜間三年制の専門職短期大学を除く。）又は短期大学に設ける三年制の専門職学科（卒業要件の特例を適用する夜間三年制の短期大学の専門職学科を除く。）にあっては「15単位」と記入すること。5「臨地実務実習」の「単位数」の欄の「開設単位数」は，「必修」，「選択」及び「自由」のそれぞれについて，臨地実務実習に係る開設授業科目の単位数の合計を記入すること。6「臨地実務実習」の「単位数」の欄の「うち卒業に必要な単位数」は，「必修」については5により記入した開設単位数と同じ単位数を，「選択」については開設単位数のうち当該専門職大学等又は専門職学科を設ける大学若しくは短期大学の卒業に必要な単位数を記入すること。7「臨地実務実習」の「単位数」の欄の「うち設置基準上の必要単位相当分」は，次により記入すること。「必修」については，4により記入した設置基準上の必要単位数が，5により記入した開設単位数を下回る場合には，当該設置基準上の必要単位数を記入し，それ以外の場合には，当該開設単位数を記入すること。「選択」については，により記入した必修科目に係る設置基準上の必要単位相当分の単位数が，4により記入した設置基準上の必要単位数を下回る場合には，それらの差に相当する単位数を記入し，それ以外の場合には，「0単位」と記入すること。8「臨地実務実習施設」の「主な実習場所の面積」の欄には，臨地実務実習施設一覧（別記様式第7号の4（その2））に記入する主な実習場所の面積の合計を記入すること。9「臨地実務実習施設」の「主な実習場所の面積」の欄の「うち設置基準上の必要単位相当分」は，「必修」及び「選択」のそれぞれについて，8により記入した主な実習場所の面積に，7により記入した設置基準上の必要単位数相当分の単位数を5により記入した開設単位数で除して得た割合を乗じて得た面積を記入すること。10「その他の校外実習」の欄は，臨地実務実習以外の授業科目で校外実習を行う場合に記入すること。なお，「授業科目」及び「実習内容」の欄は，校外実習を行う授業科目の数に応じ，適宜枠の数を増やして記入すること。11「立地」の「所在地周辺の概況」の欄には，学生の教育，厚生補導等に関連する周辺の施設等の状況について記入すること。12「教育研究上必要な環境の整備の状況」の欄には，必要校舎面積を減ずることとしても教育研究に支障がないことについての説明を含め，当該専門職大学等の学部等又は専門職学科の教育研究環境の整備状況についての説明を記入すること。
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別記様式第８号
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別表

認可の申請

又は届出の

区分

大学又

は高等

専門学

校の設

置（第

２条）

学部等の設置（第３条）、高等

専門学校の学科の設置（第３

条）

大学の大学院の設置、研究科

等の設置又は大学の大学院の

研究科の専攻に係る課程の変

更（第４条）

専 門 職 大

学 の 課 程

の 設 置 及

び 変 更

（第４条の

２）

大 学 に お

け る 通 信

教 育 の 開

設 （ 第 ５

条）

私立の大学

又は高等専

門学校の収

容定員に係

る学則の変

更 （ 第 ６

条）

大 学

等 の

設 置

者 の

変 更

（第７

条）

大学等の

廃止（第

８条）

認可を

受けよ

うとす

る場合

認 可

を 受

け よ

う と

す る

場合

届 出

を 行

お う

と す

る 場

合

認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合

届
出
を
行
お
う
と
す
る
場
合

認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合

届
出
を
行
お
う
と
す
る
場
合

認可

を受

けよ

うと

する

場合

届
出
を
行
お
う
と
す
る
場
合

認 可

を 受

け よ

う と

す る

場合

認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合

届
出
を
行
お
う
と
す
る
場
合

う ち

国 際

連 携

学 科

等 の

設 置

等

う ち

国 際

連 携

学 科

又 は

国 際

連 携

専 攻

に 係

る 課

程 の

変更

提出期限 開設年

度の前

々年度

の１０

月１日

から同

月３１

日まで

開 設

年 度

の 前

々 年

度 の

３ 月

１ 日

か ら

同 月

３ １

日 ま

で

開 設

年 度

の 前

々 年

度 の

３ 月

１ 日

か ら

同 月

３ １

日 ま

で 又

は 開

設 年

度 の

前 年

度 の

８ 月

１ 日

か ら

同 月

３ １

日 ま

で 若

し く

は ３

月 １

日 か

ら 同

月 ３

１ 日

ま で

又 は

開 設

年 度

の ８

月 １

日 か

ら 同

月 ３

開 設

年 度

の 前

年 度

４ 月

１ 日

か ら

１ ２

月 ３

１ 日

まで

開 設

年 度

の 前

年 度

４ 月

１ 日

か ら

１ ２

月 ３

１ 日

まで

開

設

年

度

の

前

々

年

度

の

３

月

１

日

か

ら

同

月

３

１

日

ま

で

変

更

年

度

の

前

年

度

の

４

月

１

日

か

ら

１

２

月

３

１

日

ま

で

開

設

年

度

の

前

々

年

度

の

３

月

１

日

か

ら

同

月

３

１

日

ま

で

開

設

年

度

の

前

年

度

の

１

２

月

３

１

日

ま

で

開設

年度

の前

々年

度の

３月

１日

から

同月

３１

日ま

で又

は前

年度

の６

月１

日か

ら同

月３

０日

まで

開

設

年

度

の

前

年

度

の

４

月

１

日

か

ら

１

２

月

３

１

日

ま

で
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１ 日

まで

認可申請書 （様式第１

号の１）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

届出書 （様式第１

号の２）

○ ○ ○ ○ ○ ○

基本計画書 （様式第２

号（その１

の１）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（様式第２

号（その１

の２）

※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※

１

※

１

※

１

※

１

※１ ※

１

※ １

３

※

１

３

※

１

３

（様式第２

号（その１

の３）

※２ ※２ ※２ ※２ ※

２

※２ ※

２

※

２

（様式第２

号（その１

の４）

※３ ※３ ※３ ※３ ※

３

※３ ※

３

※

３

（様式第２

号（その１

の５）

※４ ※４ ※４ ※４ ※

４

※４ ※

４

※

４

（様式第２

号（その２

の１）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（様式第２

号（その２

の２）

※３ ※ ３

※４

※ ３

※４

※

３

※

３

（様式第２

号（その２

の３）

※５ ○ ○ ※

５

※

５

（様式第２

号（その２

の４）

※６ ※６ ※６ ※６ ※６ ○ ○ ※６ ※

６

※６ ※

６

※

６

（様式第２

号（その３

の１）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（様式第２

号（その３

の２）

※３ ※３ ※３ ※

３

※

３

※

３

※

３

（様式第２

号（その３

の３）

※５ ○ ○ ※

５

※

５

校地校舎等の図面 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

学則 ○

学則（変更事項を記

載した書類及び新旧

の比較対照表を含む

。）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

意思の決定を証する

書類

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大学の設置の趣旨及

び学生の確保の見通

し等を記載した書類

○

学部等の設置の趣旨

及び学生の確保の見

通し等を記載した書

類

○ ○ ○ ○

前期課程及び後期課

程の設置の趣旨等を

記載した書類

○ ○

大学における通信教

育の開設の趣旨及び

学生の確保の見通し

等を記載した書類

○ ○
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変更の事由及び時期

を記載した書類

○

学則の変更の趣旨及

び学生の確保の見通

し等を記載した書類

○ ○

廃止の事由及び時期

並びに学生の措置方

法を記載した書類

○ ○

教員名簿 （様式第３

号 （ そ の

１））

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（様式第３

号（その２

の１））

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（様式第３

号（その２

の２））

※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※

１

※

１

※

１

※

１

（様式第３

号（その２

の３））

※２ ※２ ※２

（様式第３

号（その２

の４））

※３ ※３ ※３ ※

３

※

３

※

３

※

３

（様式第３

号（その２

の５））

※４ ※４ ※４ ※

４

※

４

※

４

※

４

（様式第３

号（その３

の１））

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（様式第３

号（その３

の２））

※６ ※６ ※６ ※６ ※６ ○ ○ ※

６

※

６

（様式第３

号 （ そ の

４））

※６ ※６ ※６ ※６ ※６ ○ ○ ※

６

※

６

教員個人調書 （様式第４

号 （ そ の

１））

○ ○ ○ ○

（様式第４

号（その２

の１））

○ ○ ○ ○

（様式第４

号（その２

の２））

※７ ※７ ※７ ※

７

教員就任承諾書 （様式第５

号）

○ ○ ○ ○

附属病院所在地域の

概況説明書

（様式第６

号）

※８ ※８ ※８

附属病院の医師、歯

科医師、看護師等の

配置計画書

（様式第７

号）

※８ ※８ ※８

関連教育病院の概要

等を記載した書類

※８ ※８ ※８ ※８

薬学実務実習施設概

要書類

※９ ※９ ※９ ※９ ※９

教育課程連携協議会

構成員名簿

（様式第７

号の２）

※１０ ※ １

０

※ １

０

※ １

０

※ １

０

教育課程連携協議会

構成員就任承諾書

（様式第７

号の３）

※１０ ※ １

０

※ １

０

※ １

０

※ １

０

臨地実務実習施設の

確保状況説明書

（様式第７

号の４）

※６ ※６ ※６ ※６ ※６

臨地実務実習使用承

諾書

（様式第７

号の５）

※６ ※６ ※６ ※６ ※６

連携実務演習等に関

する承諾書

（様式第７

号の６）

※６ ※６ ※６ ※６ ※６
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必要校地面積の減算

説明書

（様式第７

号の７）

※６ ※６ ※６ ※６ ※６

必要校舎面積の減算

説明書

（様式第７

号の８）

※６ ※６ ※６ ※６ ※６

通信教育実施方法説

明書

（様式第８

号）

※１１ ※ １

１

※ １

１

○ ○ ※１

２

※

１

２

通信教育に係る規程 ※１１ ※ １

１

※ １

１

○ ○ ※１

２

※

１

２

（注）

１　※１は、大学の大学院の設置、研究科等の設置又は大学の大学院の研究科の専攻に係る課程を変更する場合には、別記様式第２号（そ

の１の１）に代えて別記様式第２号（その１の２）を、別記様式第３号（その２の１）に代えて別記様式第３号（その２の２）を作成す

ること。

２　※２は、高等専門学校又は高等専門学校の学科の設置をする場合には、別記様式第２号（その１の１）に代えて別記様式第２号（その

１の３）を、別記様式３号（その２の１）に代えて別記様式（その２の３）を作成すること。

３　※３は、共同学科を設置する場合又は申請若しくは届出に係る大学等が共同学科を設置している場合に添付すること。

４　※４は、共同教育課程を設置する場合又は申請若しくは届出に係る大学等が共同教育課程を設置している場合に添付すること。

５　※５は、国際連携学科等を設置する場合には、別記様式第２号（その２の１）に代えて別記様式第２号（その２の３）を、別記様式第

２号（その３の１）に代えて別記様式第２号（その３の３）を作成すること。

６　※６は、専門職大学等を設置する場合、専門職大学等の学部等を設置する場合、専門職学科を設ける大学若しくは短期大学、専門職学

科を設置する場合又は専門職大学の課程を設置し若しくは変更する場合に添付すること。

７　※７は、専門職大学等を設置する場合、専門職大学等の学部を設置する場合、専門職学科を設ける大学若しくは短期大学又は専門職学

科を設置する場合は、別記様式第４号（その２の２）（注）２に掲げる教員について、別記様式第４号（その２の１）に代えて別記様式

第４号（その２の２）を作成すること。

８　※８は、医学若しくは歯学に関する学部又は学部の学科を設置する場合に添付すること。

９　※９は、臨床薬学に関する学部又は学部の学科を設置する場合に添付すること。

１０　※１０は、大学の学部に専門職学科を設置する場合、短期大学の学科に専門職学科を設置する場合、専門職大学等を設置する場合、

専門職大学等の学部等を設置する場合、専門職大学の課程を設置若しくは変更する場合、専門職大学院に係る研究科等を設置する場合又

は大学の大学院の研究科の専攻に係る課程の変更であって専門職大学院の課程を設けることとなるものを行う場合に添付すること。

１１　※１１は、通信教育を開設する場合に添付すること。

１２　※１２は、私立の大学の通信教育に係る収容定員に係る学則を変更する場合に添付すること。

１３　※１３は、大学の大学院の設置者変更又は研究科等の設置者変更のみを行う場合は、別記様式第２号（その１の１）に代えて別記様

式第２号（その１の２）を、大学の廃止又は大学の学部等の廃止と併せて大学院の廃止又は大学院の研究科等の廃止を行う場合は、別記

様式第２号（その１の１）に加えて別記様式第２号（その１の２）を添付すること。
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